
 

   通勤手当に関する規則の一部改正について 

 

  平成28年12月21日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

 

第１ 趣旨 

   一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正により、交通機関等利用者

に係る通勤手当の全額支給限度額が引き上げられること及び交通用具使用者

に係る通勤手当の上限額が引き下げられることに伴い、所要の改正を行うも

のである。 

 

第２ 規則案の内容 

（１） 交通機関等利用者に係る通勤手当の全額支給限度額が45,000円から55,

000円に引き上げられることに伴い、所要の改正を行うもの。（第７条の

２、第７条の４、第８条の３、第９条の２及び様式第２号関係）  

（２） 交通用具使用者に係る通勤手当の上限額が38,300円から35,000円に引

き下げられることに伴い、距離区分ごとの手当額を改正するもの。（第

７条の３関係） 

 

第３ 施行期日等（附則関係） 

（１） この規則は、平成29年１月１日から施行する。 

（２） この規則による改正前の通勤手当に関する規則に規定する様式による

用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 
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 通勤手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成 年 月 日 

岩手県人事委員会       

委員長 熊 谷 隆 司  

岩手県人事委員会規則第 号 

   通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

 通勤手当に関する規則（昭和33年岩手県人事委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （全額支給限度額の特例適用職員）  （全額支給限度額の特例適用職員） 

第７条の２ 給与条例第29条第２項第１号又は給与等条例第24

 条第２項第１号に規定する人事委員会規則で定める職員は、

 給与条例第29条第１項第１号若しくは第３号に掲げる職員又

 は給与等条例第24条第１項第１号若しくは第３号に掲げる職

 員のうち、アイジーアールいわて銀河鉄道株式会社が運行す

 る鉄道（以下「いわて銀河鉄道」という。）又は三陸鉄道株

 式会社が運行する鉄道（以下「三陸鉄道」という。）を利用

 する職員で次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (１) いわて銀河鉄道又は三陸鉄道の利用に要する給与条例

  第29条第２項第１号及び給与等条例第24条第２項第１号に

  規定する１箇月当たりの運賃等相当額（以下「１箇月当た

  りの運賃等相当額」という。）が45,000円を超える職員 

 (２)・(３) ［略］ 

第７条の２ 給与条例第29条第２項第１号又は給与等条例第24

 条第２項第１号に規定する人事委員会規則で定める職員は、

 給与条例第29条第１項第１号若しくは第３号に掲げる職員又

 は給与等条例第24条第１項第１号若しくは第３号に掲げる職

 員のうち、アイジーアールいわて銀河鉄道株式会社が運行す

 る鉄道（以下「いわて銀河鉄道」という。）又は三陸鉄道株

 式会社が運行する鉄道（以下「三陸鉄道」という。）を利用

 する職員で次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (１) いわて銀河鉄道又は三陸鉄道の利用に要する給与条例

  第29条第２項第１号及び給与等条例第24条第２項第１号に

  規定する１箇月当たりの運賃等相当額（以下「１箇月当た

  りの運賃等相当額」という。）が55,000円を超える職員 

 (２)・(３) ［略］ 

 （自動車等使用者の手当の支給額）  （自動車等使用者の手当の支給額） 

第７条の３ 給与条例第29条第２項第２号及び給与等条例第24

 条第２項第２号に規定する人事委員会規則で定める額は、次

 の各号に掲げる片道の自動車等の使用距離（道路交通法（昭

 和35年法律第105号）第４条の規定に基づく交通の規制によ

 り恒常的に往路と帰路との通勤の経路を異にしなければなら

 ない場合その他人事委員会の認める場合にあっては、往路及

 び帰路の距離の２分の１の距離）の区分に応じ、当該各号に

 定める額（給与条例第６条の２第１項及び給与等条例第７条

 の２第１項に規定する育児短時間勤務職員等、給与条例第29

 条第２項第２号及び給与等条例第24条第２項第２号に規定す

 る短時間勤務職員又は職員の修学部分休業に関する条例（平

 成17年岩手県条例第20号）第２条第１項に規定する修学部分

 休業の承認を受けている職員のうち、平均１箇月当たりの通

 勤所要回数が10回に満たない職員にあっては、その額から、

 その額に100分の50を乗じて得た額を減じた額）とする。 

第７条の３ 給与条例第29条第２項第２号及び給与等条例第24

 条第２項第２号に規定する人事委員会規則で定める額は、次

 の各号に掲げる片道の自動車等の使用距離（道路交通法（昭

 和35年法律第105号）第４条の規定に基づく交通の規制によ

 り恒常的に往路と帰路との通勤の経路を異にしなければなら

 ない場合その他人事委員会の認める場合にあっては、往路及

 び帰路の距離の２分の１の距離）の区分に応じ、当該各号に

 定める額（給与条例第６条の２第１項及び給与等条例第７条

 の２第１項に規定する育児短時間勤務職員等、給与条例第29

 条第２項第２号及び給与等条例第24条第２項第２号に規定す

 る短時間勤務職員又は職員の修学部分休業に関する条例（平

 成17年岩手県条例第20号）第２条第１項に規定する修学部分

 休業の承認を受けている職員のうち、平均１箇月当たりの通

 勤所要回数が10回に満たない職員にあっては、その額から、

 その額に100分の50を乗じて得た額を減じた額）とする。 

 (１)～(６) ［略］  (１)～(６) ［略］ 

 (７) 14キロメートル以上16キロメートル未満の場合  

  9,300円 

 (７) 14キロメートル以上16キロメートル未満の場合  

  9,200円 
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 (８) 16キロメートル以上18キロメートル未満の場合  

  10,500円 

 (８) 16キロメートル以上18キロメートル未満の場合  

  10,400円 

 (９) 18キロメートル以上20キロメートル未満の場合  

  11,600円 

 (９) 18キロメートル以上20キロメートル未満の場合  

  11,500円 

 (10) 20キロメートル以上22キロメートル未満の場合  

  12,700円 

 (10) 20キロメートル以上22キロメートル未満の場合  

  12,600円 

 (11) 22キロメートル以上24キロメートル未満の場合  

  13,800円 

 (11) 22キロメートル以上24キロメートル未満の場合  

  13,700円 

 (12) 24キロメートル以上26キロメートル未満の場合  

  14,900円 

 (12) 24キロメートル以上26キロメートル未満の場合  

  14,800円 

 (13) 26キロメートル以上28キロメートル未満の場合  

  15,900円 

 (13) 26キロメートル以上28キロメートル未満の場合  

  15,800円 

 (14) 28キロメートル以上30キロメートル未満の場合  

  17,000円 

 (14) 28キロメートル以上30キロメートル未満の場合  

  16,900円 

 (15) 30キロメートル以上32キロメートル未満の場合  

  18,000円 

 (15) 30キロメートル以上32キロメートル未満の場合  

  17,900円 

 (16) 32キロメートル以上34キロメートル未満の場合  

  18,900円 

 (16) 32キロメートル以上34キロメートル未満の場合  

  18,800円 

 (17) 34キロメートル以上36キロメートル未満の場合  

  19,900円 

 (17) 34キロメートル以上36キロメートル未満の場合  

  19,700円 

 (18) 36キロメートル以上38キロメートル未満の場合  

  21,000円 

 (18) 36キロメートル以上38キロメートル未満の場合  

  20,700円 

 (19) 38キロメートル以上40キロメートル未満の場合  

  22,200円 

 (19) 38キロメートル以上40キロメートル未満の場合  

  21,700円 

 (20) 40キロメートル以上45キロメートル未満の場合  

  24,100円 

 (20) 40キロメートル以上45キロメートル未満の場合  

  23,300円 

 (21) 45キロメートル以上50キロメートル未満の場合  

  27,000円 

 (21) 45キロメートル以上50キロメートル未満の場合  

  25,800円 

 (22) 50キロメートル以上55キロメートル未満の場合  

  29,800円 

 (22) 50キロメートル以上55キロメートル未満の場合  

  28,400円 

 (23) 55キロメートル以上60キロメートル未満の場合  

  32,700円 

 (23) 55キロメートル以上60キロメートル未満の場合  

  30,800円 

 (24) 60キロメートル以上65キロメートル未満の場合  

  35,500円 

 (24) 60キロメートル以上65キロメートル未満の場合  

  33,000円 

 (25) 65キロメートル以上の場合 38,300円       (25) 65キロメートル以上の場合 35,000円      

 （併用者の区分及び支給額）  （併用者の区分及び支給額） 

第７条の４ 給与条例第29条第２項第３号に規定する同条第１

 項第３号に掲げる職員の区分及びこれに対応する同条第２項

 第３号に規定する通勤手当の額並びに給与等条例第24条第２

 項第３号に規定する同条第１項第３号に掲げる職員の区分及

 びこれに対応する同条第２項第３号に規定する通勤手当の額 

第７条の４ 給与条例第29条第２項第３号に規定する同条第１

 項第３号に掲げる職員の区分及びこれに対応する同条第２項

 第３号に規定する通勤手当の額並びに給与等条例第24条第２

 項第３号に規定する同条第１項第３号に掲げる職員の区分及

 びこれに対応する同条第２項第３号に規定する通勤手当の額 
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 は、次に掲げるとおりとする。  は、次に掲げるとおりとする。 

 (１) 給与条例第29条第１項第３号又は給与等条例第24条第

  １項第３号に掲げる職員（普通交通機関等を利用しなけれ

  ば通勤することが著しく困難である職員以外の職員であっ

  て、その利用する普通交通機関等が通常徒歩によることを

  例とする距離内においてのみ利用しているものであるもの

  を除く。）のうち、自動車等の使用距離が片道２キロメー

  トル以上である職員及びその距離が片道２キロメートル未

  満であるが自動車等を使用しなければ通勤することが著し

  く困難である職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞ

  れ次に定める額 

 (１) 給与条例第29条第１項第３号又は給与等条例第24条第

  １項第３号に掲げる職員（普通交通機関等を利用しなけれ

  ば通勤することが著しく困難である職員以外の職員であっ

  て、その利用する普通交通機関等が通常徒歩によることを

  例とする距離内においてのみ利用しているものであるもの

  を除く。）のうち、自動車等の使用距離が片道２キロメー

  トル以上である職員及びその距離が片道２キロメートル未

  満であるが自動車等を使用しなければ通勤することが著し

  く困難である職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞ

  れ次に定める額 

  ア ［略］   ア ［略］ 

  イ １箇月当たりの運賃等相当額及び前条に定める額の合

   計額が45,000円を超える職員（第７条の２に規定する職

   員（以下「特例職員」という。）を除く。） その者の

   通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期

   間につき、当該合計額と45,000円との差額の２分の１（

   その差額の２分の１が20,000円を超えるときは、20,000

   円）を45,000円に加算した額に当該支給単位期間の月数

   を乗じて得た額 

  イ １箇月当たりの運賃等相当額及び前条に定める額の合

   計額が55,000円を超える職員（第７条の２に規定する職

   員（以下「特例職員」という。）を除く。） その者の

   通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期

   間につき、当該合計額と55,000円との差額の２分の１（

   その差額の２分の１が20,000円を超えるときは、20,000

   円）を55,000円に加算した額に当該支給単位期間の月数

   を乗じて得た額 

  ウ 特例職員のうち、１箇月当たりの運賃等相当額及び前

   条に定める額の合計額が60,000円を超える職員 その者

   の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位

   期間につき、当該合計額と60,000円との差額の２分の１

   （その差額の２分の１が5,000円を超えるときは、5,000

   円）を60,000円に加算した額に当該支給単位期間の月数

   を乗じて得た額 

  ウ 特例職員のうち、１箇月当たりの運賃等相当額及び前

   条に定める額の合計額が60,000円を超える職員 その者

   の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位

   期間につき、当該合計額と60,000円との差額の２分の１

   （その差額の２分の１が15,000円を超えるときは、

   15,000円）を60,000円に加算した額に当該支給単位期間

   の月数を乗じて得た額 

 (２)・(３) ［略］  (２)・(３) ［略］ 

 （支給日等）  （支給日等） 

第８条の３ ［略］ 第８条の３ ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 給与条例第29条第４項及び給与等条例第24条第４項の人事

 委員会規則で定める通勤手当は、次の各号に掲げる通勤手当

 とし、給与条例第29条第４項及び給与等条例第24条第４項の

 人事委員会規則で定める期間は、当該通勤手当の区分に応じ

 、当該各号に定める期間とする。 

４ 給与条例第29条第４項及び給与等条例第24条第４項の人事

 委員会規則で定める通勤手当は、次の各号に掲げる通勤手当

 とし、給与条例第29条第４項及び給与等条例第24条第４項の

 人事委員会規則で定める期間は、当該通勤手当の区分に応じ

 、当該各号に定める期間とする。 

 (１) 職員が２以上の普通交通機関等を利用するものとして

  給与条例第29条第２項第１号又は給与等条例第24条第２項

  第１号に定める額の通勤手当を支給される場合（次号に該

  当する場合を除く。）において、１箇月当たりの運賃等相

  当額等が45,000円（特例職員にあっては、60,000円）を超

 (１) 職員が２以上の普通交通機関等を利用するものとして

  給与条例第29条第２項第１号又は給与等条例第24条第２項

  第１号に定める額の通勤手当を支給される場合（次号に該

  当する場合を除く。）において、１箇月当たりの運賃等相

  当額等が55,000円（特例職員にあっては、60,000円）を超 
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  えるときにおける当該通勤手当 その者の当該通勤手当に

  係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間 

 (２) 職員が給与条例第29条第２項第１号又は給与等条例第

  24条第２項第１号及び第７条の３に定める額の通勤手当を

  支給される場合において、１箇月当たりの運賃等相当額及

  び同条に定める額の合計額が45,000円（特例職員にあって

  は、60,000円）を超えるときにおける当該通勤手当 その

  者の当該通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

  単位期間 

  えるときにおける当該通勤手当 その者の当該通勤手当に

  係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間 

 (２) 職員が給与条例第29条第２項第１号又は給与等条例第

  24条第２項第１号及び第７条の３に定める額の通勤手当を

  支給される場合において、１箇月当たりの運賃等相当額及

  び同条に定める額の合計額が55,000円（特例職員にあって

  は、60,000円）を超えるときにおける当該通勤手当 その

  者の当該通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

  単位期間 

 （返納の事由及び額等）  （返納の事由及び額等） 

第９条の２ ［略］ 第９条の２ ［略］ 

２ 普通交通機関等に係る通勤手当に係る給与条例第29条第５

 項及び給与等条例第24条第５項の人事委員会規則で定める額

 は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

 額とする。 

２ 普通交通機関等に係る通勤手当に係る給与条例第29条第５

 項及び給与等条例第24条第５項の人事委員会規則で定める額

 は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

 額とする。 

 (１) １箇月当たりの運賃等相当額等（第７条の４第１号に

掲げる職員にあっては、１箇月当たりの運賃等相当額及び

第７条の３に定める額の合計額。以下この項において同じ

。）が45,000円以下（特例職員にあっては、60,000円以下

）であった場合 前項第２号に掲げる事由が生じた場合に

あっては当該事由に係る普通交通機関等（同号の改定後に

１箇月当たりの運賃等相当額等が45,000円（同号の改定後

に特例職員になる者にあっては、60,000円）を超えること

となるときは、その者の利用するすべての普通交通機関等

）、同項第１号、第３号又は第４号に掲げる事由を生じた

場合にあってはその者の利用するすべての普通交通機関等

につき、使用されるべき通用期間の定期券の運賃等の払い

戻しを、人事委員会の定める月（以下この条において「事

由発生月」という。）の末日にしたものとして得られる額

（次号において「払戻金相当額」という。） 

 (１) １箇月当たりの運賃等相当額等（第７条の４第１号に

掲げる職員にあっては、１箇月当たりの運賃等相当額及び

第７条の３に定める額の合計額。以下この項において同じ

。）が55,000円以下（特例職員にあっては、60,000円以下

）であった場合 前項第２号に掲げる事由が生じた場合に

あっては当該事由に係る普通交通機関等（同号の改定後に

１箇月当たりの運賃等相当額等が55,000円（同号の改定後

に特例職員になる者にあっては、60,000円）を超えること

となるときは、その者の利用する全ての普通交通機関等）

、同項第１号、第３号又は第４号に掲げる事由を生じた場

合にあってはその者の利用する全ての普通交通機関等につ

き、使用されるべき通用期間の定期券の運賃等の払戻しを

、人事委員会の定める月（以下この条において「事由発生

月」という。）の末日にしたものとして得られる額（次号

において「払戻金相当額」という。） 

 (２) １箇月当たりの運賃等相当額等が45,000円（特例職員

  にあっては、60,000円）を超えていた場合 次に掲げる場

  合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 (２) １箇月当たりの運賃等相当額等が55,000円（特例職員

  にあっては、60,000円）を超えていた場合 次に掲げる場

  合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

  ア ［略］ 

 

 

  ア ［略］ 

   イ 第８条の３第４項第１号又は第２号に掲げる通勤手当

を支給されている場合 通勤手当の額を支給単位期間の

月数で除して得た額に事由発生月の翌月から同項第１号

若しくは第２号に定める期間に係る最後の月までの月数

を乗じて得た額又はその者の利用するすべての普通交通

機関等についての払戻金相当額及び人事委員会の定める

額の合計額のいずれか低い額（事由発生月が当該期間に

  イ 第８条の３第４項第１号又は第２号に掲げる通勤手当

を支給されている場合 通勤手当の額を支給単位期間の

月数で除して得た額に事由発生月の翌月から同項第１号

若しくは第２号に定める期間に係る最後の月までの月数

を乗じて得た額又はその者の利用する全ての普通交通機

関等についての払戻金相当額及び人事委員会の定める額

の合計額のいずれか低い額（事由発生月が当該期間に係
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係る最後の月である場合にあっては、０円） る最後の月である場合にあっては、０円） 

３ ［略］ ３ ［略］ 

様式第２号（第４条関係） 様式第２号（第４条関係） 

（第一面） 

 ［略］ 

（第一面） 

 ［略］ 

  ［略］    ［略］  

  １箇月当たりの運賃等相当額の合計額又は１箇

月当たりの運賃等相当額と自動車等の額の合計

額が45,000円（特例職員にあっては60,000円）

を超えるとき 

 ［略］     １箇月当たりの運賃等相当額の合計額又は１箇

月当たりの運賃等相当額と自動車等の額の合計

額が55,000円（特例職員にあっては、60,000円

）を超えるとき 

 ［略］   

      

 備考１・２ ［略］  備考１・２ ［略］ 

   ３ ※欄において、(ア)は１箇月当たりの運賃等相当

額と45,000円（特例職員にあっては60,000円）の差

額の２分の１に45,000円（特例職員にあっては

60,000円）を加えた額（上限65,000円）を、(イ)は

支給単位期間の月数を記載してください。 

   ３ ※欄において、(ア)は１箇月当たりの運賃等相当

額と55,000円（特例職員にあっては、60,000円）の

差額の２分の１に55,000円（特例職員にあっては、

60,000円）を加えた額（上限75,000円）を、(イ)は

支給単位期間の月数を記載してください。 

 ［略］  ［略］ 

（第二面） （第二面） 

  ［略］    ［略］  

  ［略］  ［略］    ［略］  ［略］  

 １箇月当たりの運賃等相当額の合計

額が45,000円（特例職員にあっては

60,000円）を超えていた場合規則第

９条の２第２項第２号の月数と人事

委員会の定める額（算出基礎） 

 ［略］   １箇月当たりの運賃等相当額の合計

額が55,000円（特例職員にあっては

、60,000円）を超えていた場合 規

則第９条の２第２項第２号の月数と

人事委員会の定める額（算出基礎） 

 ［略］  

   ［略］     ［略］  

 ［略］  ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

１ この規則は、平成29年１月１日から施行する。 

２ この規則による改正前の通勤手当に関する規則に規定する様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することがで

きる。 
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通勤手当に関する規則の一部改正について 

 

１ 検討の趣旨                                          

  一般職の職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）等の一部改正に伴い、通勤手当に

関する規則の改正について検討するもの。 

２ 平成 28年人事委員会報告及び給与条例改正の内容                         

項 目 人事委員会報告の内容 給与条例改正の内容 

通勤手当 

 交通用具使用者に係る通勤手当については、県内の昨今の

ガソリン価格の動向等を考慮し、改定の必要性について検討

することが適当であると考える。 

 また、交通機関等利用者に係る通勤手当については、職員

の遠距離通勤の実態や他の都道府県の状況等を踏まえ、必要

な検討を進めることが適当であると考える。 

交通用具使用者に係る

手当上限額の引下げ 

38,300円 ⇒ 35,000円 

交通機関等利用者に係

る手当上限額の引上げ 

45,000円 ⇒ 55,000円 

３ 現行制度                                           

 (１) 交通用具使用者に係る通勤手当 

    給与条例において手当の上限額（38,300円）を定めた上で、規則において通勤の距離区分（片

道２㎞から 65㎞までの 25区分）ごとの手当額（2,100円～38,300円）を規定。 

 (２) 交通機関等利用者に係る通勤手当 

    給与条例において全額支給限度額及び加算限度額を規定。 

４ 給与条例の改正内容                                      

 (１) 交通用具使用者に係る通勤手当 

    直近１年（H27.10～H28.９）のガソリン価格の平均額（119.8円）と同水準である平成 21年（ガ

ソリン価格の平均額 121.4円）の通勤手当の支給限度額（35,000円）と同額に改定。 

【参考】ガソリン価格の平均額(前年 10月～９月)の動向                （単位：円） 

 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

年平均価格 130 133 136 160 121 130 143 146 153 162 150 120 

前回改定時
からの増減 － +3 +6 +30 -39 +9 +22 +25 +32 +41 -12 -42 

支給限度額 35,000 37,800 35,000 38,300 

 (２) 交通機関等利用者に係る通勤手当 

    国・東北各県との均衡を考慮し、全額支給限度額（45,000円）を 55,000円に引上げ。 

 
全額支給限度額 

加算限度額 

手当支給限度額 
特別料金を除く 特別料金を含む 

改 正 前 45,000円 －  20,000円 65,000円 

改 正 後 55,000円 －  20,000円 75,000円 

   ※ 三陸鉄道・ＩＧＲ利用者（特例職員） 

    運賃等相当額が 60,000円まで：全額支給 

    運賃等相当額のうち 60,000円を超える額：1/2（上限 【改正前】5,000 円 ⇒ 【改正後】15,000円） 

 

人事委員会協議済 

(Ｈ28.12.8) 
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【参考】東北各県・国の通勤手当額                        （単位：円） 

 
全額支給限度額 

加算限度額 

手当支給限度額 
特別料金を除く 特別料金を含む 

岩 手 県 55,000  －  20,000 75,000  

青 森 県 55,000  20,000 －  75,000  

宮 城 県 55,000  －  10,000  65,000  

秋 田 県 55,000  40,000  －  95,000  

山 形 県 55,000  20,000  －  75,000  

福 島 県 63,000  －  上限なし  上限なし  

国 55,000  20,000  －  75,000  

 

５ 規則の改正内容                                         

 (１) 交通用具使用者に係る通勤手当 

交通用具使用者に係る通勤手当について、条例で定める上限額（35,000円）の範囲内で、下記

のとおり通勤距離区分ごとの手当額を改定。 

    参考 

距離区分 改 正 前 改 正 後 引 下 額 Ｈ21手当額 
Ｈ21手当額 
を▲１％調整 

ガソリン代※ 

～14㎞ 2,100～ 8,100円 改定なし － 2,100～ 8,100 円 2,079～ 8,019 円 1,258 円～ 5,451 円 8 

14㎞～34㎞ 9,300～18,900円 9,200～18,700円 △100円 9,300～18,900 円 9,207～18,711 円 6,290 円～13,837 円 8 

34㎞～36㎞ 19,900円 19,700円 △200円 19,900円 19,701円 14,676 円 

36㎞～38㎞ 21,000円 20,700円 △300円 20,900円 20,691円 15,514 円 

38㎞～40㎞ 22,200円 21,700円 △500円 21,900円 21,681円 16,353 円 

40㎞～45㎞ 24,100円 23,300円 △800円 23,500円 23,265円 17,820 円 

45㎞～50㎞ 27,000円 25,800円 △1,200円 26,100円 25,839円 19,917 円 

50㎞～55㎞ 29,800円 28,400円 △1,400円 28,700円 28,413円 22,013 円 

55㎞～60㎞ 32,700円 30,800円 △1,900円 31,100円 30,789円 24,110 円 

60㎞～65㎞ 35,500円 33,000円 △2,500円 33,300円 32,967円 26,206 円 

65㎞～ 38,300円 35,000円 △3,300円 35,000円 34,650円 28,303 円 

※ ガソリン代＝各距離区分における中間距離×２(往復分)×21日×1/12（燃費㎞/ℓ）×ガソリン単価（119.8円） 

 〔改定の考え方等〕 

  ① 今般の条例改正において、通勤手当の上限額は、直近１年のガソリン価格の平均額（119.8円）

が同水準であった平成 21年（121.4円）の改定額を基準に設定したこと。 

  ② 各距離区分における手当額についても平成 21 年の改定額を基準とし、１年間のガソリン価格

の平均額を比較した場合、今回のガソリン価格が１％程度低くなっている（Ｈ28：119.8円/Ｈ21：

121.4円≒0.99）ことから、平成 21年改正時の各距離区分の通勤手当額を１％程度減じて再計算

し、100円単位で端数整理を行ったもの。 

 

 (２) 交通機関等利用者に係る通勤手当 

    全額支給限度額の引上げに伴う所要の改正を行う。 
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条項 内容 改正前 改正後 

７条の２ 全額支給限度額の特例適用職員 
（１箇月当たりの運賃相当額等が） 

45,000円を超える 

 

55,000円を超える 
７条の４ 併用者の区分及び支給額 

８条の３ 支給日等 

９条の２ 返納の事由及び額等 
（１箇月当たりの運賃相当額等が） 

45,000円以下であった場合 

 

55,000円以下であった場合 

様式２号 記載欄、備考 
(全額支給限度額) 45,000円 

(手当限度額) 65,000円 

(全額支給限度額) 55,000円 

(手当限度額)  75,000円 

６ 施行期日                                          

  平成29年１月１日 
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